
東日本大震災からの復興に向けた税制上の対応（市町村税関係）

個人住民税

○住宅の再取得等に係る住宅ローン控除の特例

・大震災により所有する居住用家屋が居住の用に供することができなくなった者が、住 
宅の再取得等をした場合において所得税における東日本大震災に係る住宅ローン控除

の特例（住宅借入金等の年末残高の限度額、控除率及び重複適用）の適用を受けたと

きは、現行の個人住民税における住宅ローン控除の対象とする。

○復興特別区域において施行される都市計画事業等に係る 5,000 万円特別控除等

（※所得税の措置の自動影響）

・復興特別区域（仮称）において施行される都市計画事業等により土地等が買い取られ

る場合には、5,000 万円特別控除等を適用する。

○津波防災地域づくりに関する法律（仮称）の制定に伴う措置

（※所得税の措置の自動影響）

・津波防災地域づくりに関する法律（仮称）の一団地の津波防災拠点市街地形成施設（仮 
称）に係る都市計画事業及び津波防護施設（仮称）に係る収用適格事業により土地等

が買い取られる場合には、5,000 万円特別控除等を適用する。

○雑損控除等に係る災害関連支出の対象期間の延長の特例

（※所得税と同様の措置。個人事業税も同様に措置）

・住宅、家財等や事業用資産に損失が生じた場合における雑損控除及び雑損失又は被災

事業用資産の損失の繰越控除の特例の対象となる「災害関連支出」について、やむを

得ない事情により災害がやんだ日から１年超３年内に支出されるものを追加する。

○被災市街地復興土地区画整理事業等に係る土地等の譲渡所得の課税の特例

（※所得税の措置の自動影響）

(1) 被災市街地復興土地区画整理事業が施行された場合において、個人の有する土地等に

ついて換地を定めない代わりに代替住宅等を取得した場合には、100％課税の繰延べ

を適用する。

(2) 次に掲げる場合に該当することとなった場合には、5,000 万円特別控除等を適用する。

①減価補償金を交付すべきこととなる被災市街地復興土地区画整理事業において、公 
共施設の整備改善事業の用に供するために土地等が地方公共団体等に買い取られる

場合



②第二種市街地再開発事業の用に供するために土地等が地方公共団体等に買い取られ

る場合

(3) 特定住宅被災市町村の区域内にある土地等が、国税の改正法の施行日から平成 28 年

３月 31 日までの間に、復旧事業の用に供する等のために地方公共団体等に買い取ら 
れる場合には、2,000 万円特別控除を適用する。

(4) 次に掲げる場合に該当することとなった場合には、1,500 万円特別控除を適用する。

①建築等の不許可に伴う買取りの申出に基づき土地等が都道府県知事等に買い取られ

る場合

②公営住宅等の用地に供するための保留地として土地等が買い取られる場合

(5) 被災市街地復興土地区画整理事業又は第二種市街地再開発事業に係る土地等が、独立

行政法人都市再生機構に代わって土地開発公社に買い取られる場合には、軽減税率

（2,000 万円以下の部分について４％）を適用する。

○被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長の特例

（※所得税と同様の措置）

・居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例等について、

大震災により居住用家屋が滅失した場合には、当該居住用家屋の敷地に係る譲渡期限

を７年（現行：３年）に延長する。

○買換え特例の買換資産に係る取得期間等の延長の特例

（※所得税と同様の措置）

・居住用財産の買換えの特例等について、大震災のため、その買換資産等を取得すべき

期間内に取得等をすることが困難となった場合には、その買換資産等の取得期間等を

２年の範囲内で延長する。

法人住民税

○復興特別区域制度に係る税制上の措置

（※法人税の措置の自動影響又は法人税と同様の措置。 ただし(4)②については中小企業

者等について適用）

(1) 新規立地促進税制（新規立地新設企業を５年間無税とする措置）

東日本大震災により多数の被災者が離職を余儀なくされ又は生産基盤の著しい被害を

受けた地域を有する認定地方公共団体が設置する復興産業集積区域（仮称）内に新設

され、平成 28 年３月 31 日までの間に当該地域の雇用機会の確保に寄与する事業を行

う者として当該地方公共団体の指定を受けた法人が、指定を受けた日から同日以後５

年が経過する日までの期間内の日を含む各事業年度において無税となるよう、次の措

置を講じる。



①所得金額を限度として再投資等準備金を積み立てたときは、その積立額を損金の額

に算入できる制度を創設する。

②復興産業集積区域（仮称）内で機械又は建物等に再投資等を行った事業年度におい

て、準備金残高を限度として特別償却ができる制度を創設する。

(2) 法人税の特別控除

平成 28年３月 31日までの間に東日本大震災により多数の被災者が離職を余儀なくさ

れ又は生産基盤の著しい被害を受けた地域の雇用機会の確保に寄与する事業を行う者

として指定を受けた法人が、指定期間（指定を受けた日から同日以後５年を経過する

日までの期間）内の日を含む各事業年度において、復興産業集積区域（仮称）内の事

業所で雇用をする被災者に対する指定期間内の給与等支給額の一定割合を税額控除が

できる制度を創設する（税額控除率 10％、法人税額の 20％を限度）。

(3) 事業用設備等の特別償却等

復興産業集積区域（仮称）内において、平成 28 年３月 31 日までの間、東日本大震災

により多数の被災者が離職を余儀なくされ又は生産基盤の著しい被害を受けた地域の

雇用機会の確保に寄与する事業を行う者として指定を受けた法人が取得等をした機

械・装置及び建物・構築物について、特別償却又は税額控除ができる制度を創設する。

(4) 研究開発税制の特例等

①復興産業集積区域（仮称）内において、東日本大震災により多数の被災者が離職を

余儀なくされ又は生産基盤の著しい被害を受けた地域の雇用機会の確保に寄与する

事業を行う者として指定を受けた法人が、平成 28 年３月 31 日までの間に開発研究

用減価償却資産の取得等をした場合に、即時償却ができる制度を創設する。

②上記①の対象となる開発研究用減価償却資産の減価償却費については、試験研究

を行った場合の法人税の特別控除の適用を受ける場合、特別試験研究費として取り

扱うこととする。

(5) 被災者向け優良賃貸住宅の特別償却等

復興居住区域（仮称）内において、住宅に大きな被害が生じた地域の住居の確保に寄

与する事業を行う者として指定を受けた法人が、平成 26 年３月 31 日までの間に、新

築された被災者向け優良賃貸住宅の取得等をし、賃貸の用に供した場合には、25％の

特別償却又は８％の税額控除ができる制度を創設する。ただし、税額控除については

当期の法人税額の 20％を限度とし、控除限度超過額については４年間の繰越しができ

ることとする。

○被災代替資産等の特別償却の対象への二輪車等の追加

（※法人税の措置の自動影響）

・被災代替資産に二輪車等を追加するほか、被災資産の範囲について、実質的に事業の

用に供することができなくなったものが対象資産であることを明確化する。



○被災者向け優良賃貸住宅の割増償却

（※法人税の措置の自動影響）

・改正法の施行日から平成 26年３月 31日までの間に、特定激甚災害地域内において、
新築された被災者向け優良賃貸住宅の取得等をし、賃貸の用に供した場合には、５年 
間、割増償却ができる制度を創設する（割増率 50％、耐用年数が 35年以上のものは
70％）。

固定資産税・都市計画税

○津波により甚大な被害を受けた区域のうち市町村長が指定する区域における土地及び家

屋に係る平成 24 年度分の課税免除等

・津波により甚大な被害を受けた区域として市町村長が指定する区域内に所在する土地 
及び家屋（土地及び家屋の使用状況等を総合的に勘案して課税することが適当と認め 
る土地及び家屋を除く。）について、平成 24年度分の課税を免除する。
・また、平成 23年度の課税免除の対象区域内に所在する土地及び家屋であって、平成

24年度は課税免除の対象でなくなったもののうち、土地及び家屋の使用状況等を総合
的に勘案して市町村長が指定する土地及び家屋について、平成 24年度分の税額の２分 
の１を減額する。

○警戒区域・計画的避難区域・緊急時避難準備区域等のうち市町村長が指定する区域にお

ける土地及び家屋に係る平成 24 年度分の課税免除等

・平成 24年１月１日以後において警戒区域・計画的避難区域・緊急時避難準備区域等に
該当する区域のうち、避難等の実施状況等を総合的に勘案して市町村長が指定する区

域内に所在する土地及び家屋について、平成 24年度分の課税を免除する。
・また、平成 23年度の課税免除の対象区域であって、平成 24年度は課税免除の対象で
なくなった区域のうち、避難等の実施状況等を総合的に勘案して市町村長が指定する

区域内の土地及び家屋について、平成 24年度分の税額の２分の１を減額する。

○被災事業者用の仮設施設整備事業に係る非課税措置

・(独)中小企業基盤整備機構が、被災事業者用の工場又は事業場の用に供する仮設施設（市 
町村に対して無償で貸与し、取得後１年以内に当該市町村に無償で譲渡するものに限

る。）を平成 25年３月 31日までの間に取得した場合には、固定資産税及び都市計画
税を非課税とする。



○被災した一定の鉄道施設等の代替資産に係る特例

・大震災による災害により滅失・損壊した一定の鉄道施設又は車両に代わる償却資産を、 
平成 28 年３月 31 日までの間に、災害復旧事業費補助の支給を受けて取得し、又は改

良した場合には、課税標準を 10 年度分３分の２とする。

○被災した特定地方交通線特例の対象資産の代替資産に係る特例

・大震災による災害により滅失・損壊した特定地方交通線特例（※）の対象であった鉄

道施設に代わる固定資産を、平成 28 年３月 31 日までの間に取得し、又は改良した場

合には、課税標準を４分の１とする。

（※）国鉄改革に際して無償で譲渡された一定の鉄道施設に対して講ずる特例措置

○津波避難施設に係る特例

・平成 27 年３月 31 日までの間に、津波防災地域づくりに関する法律（仮称）に規定す

る管理協定の対象となった津波避難施設について、避難の用に供する部分並びに誘導

設備及び自動解錠装置に係る固定資産税の課税標準を５年度分２分の１とする。

○津波対策に資する港湾施設等に係る特例

・津波防災地域づくりに関する法律（仮称）に規定する推進計画に基づき、護岸、防潮

堤及び胸壁並びに津波避難用の構築物を平成 28 年３月 31 日までの間に取得し、又は 
改良した場合には、課税標準を４年度分２分の１とする。


